
平成 25 年 5 月開催 

副市長レビュー（春） 調書 

1 部 局 名 ・ 区

名（課名） 
産業部 （産業振興課 ） 2 優先順位 ２ 

3 事項名 海外ビジネス展開支援について 

4 目的 

 
成長著しい東南アジア地域等へ進出することにより、新たな市場の獲得と経営革新

を目指す意欲的な市内中小企業を支援する。 
 

5 現状及び課

題 

 
平成 25年度からの新規事業として、海外ビジネス展開支援を行っている。 
 

6 事業概要 

１ジェトロ浜松貿易情報センターの誘致 
・海外展開に係る常設の相談窓口としてジェトロ(日本貿易振興機構)の浜松貿易  
 情報センターを誘致する 
・市内企業の利便を図るとともに、市及び他の地域支援機関と連携した支援体制を 

構築する。 
 
２現地レンタルオフィス・レンタル工場の設置調査 
・中小企業にとって現地進出の拠点となるレンタルオフィス(進出準備用)、進出の 
 初期費用等が軽減されるレンタル工場について、設置可能性の調査を行う。 
・調査内容は、国内での事前調査、2度の現地調査のほか、地域企業に対する 
ニーズ調査等。 

・委託先は「一般財団法人海外投融資情報財団」。 
 
３海外進出 FS調査の支援 
・市内の中小企業等を対象に、海外進出に関する事業可能性調査、計画書作成に  
かかる費用の一部を補助する。 

・対象経費は、国内外において実施する調査委託料、調査にかかる翻訳資料等。 
・補助率は、対象経費の 1/2以内、上限 50万円で、平成 25年度は 10件を予定。 
 
４海外における特許申請経費に対する補助制度の創設 
・市内の中小企業等を対象に、外国特許出願にかかる費用の一部を支援する。 
・対象経費は、外国特許庁への出願料、外国特許出願にかかる代理人手数料、翻訳 

費用等。 
・補助率は、対象経費の 1/2以内、上限 50万円で、平成 25年度は 10件を予定。 
 
５海外進出セミナーの開催 
・海外進出に向けた現地政府関係者などによる、具体的なセミナーを年 3回程度 
開催する。 

・セミナーの内容については、地域関係機関と調整し、出来るだけ重複を避ける。 
・ジェトロ、ジャイカ、中小機構等、機関の制度も活用する。 
 
６海外販路開拓支援事業 
・海外で行われる国際的な展示会に、市が中心となり浜松市ブースを出展する。 
・平成 25年度は、10月以降に開催される展示会で、ジェトロが日本ブースを設 
ける展示会などから、企業ニーズを参考に出展展示会を検討する。 

7 関係法令等 
 
 



8 ス ケ ジ ュ ー

ル（いつ、何

をやるか） 

 
１ジェトロ浜松貿易情報センターの誘致 
 現在調整中のため、スケジュールについては未確定。新年度の開設を目指す。 
 
２現地レンタルオフィス・レンタル工場の設置調査 
・5月(第 1回現地調査、企業アンケート) 
・7月(中間報告) 
・8月(第 2回現地調査) 
・9月(最終報告) 
 
３海外進出 FS調査の支援 
・5月(公募告知) 
・6月中～7月(公募締切、審査) 
・7月末(交付決定) 
・H26.3月中(報告書提出期限) 
・H26.4月(補助金支払) 
 
４海外における特許申経費に対する補助制度の創設 
・5月(公募告知) 
・6月中～7月(公募締切、審査) 
・7月末(交付決定) 
・H26.3月中(報告書提出期限) 
・H26.4月(補助金支払) 
 
５海外進出セミナーの開催 
・4月 22日(第 1回セミナー開催「ﾍﾞﾄﾅﾑ投資環境ｾﾐﾅｰ」) 
・9月末～10月(第 2回セミナー開催) 
・H26.2月(第 3回セミナー) 
 
６海外販路開拓支援事業 
・7月～9月(出展企業募集、出展展示会申し込み) 
・9月～H26.1月(出展企業準備等サポート等) 
・H26.2月(展示会出展) 
 

9 他都市等の

参考事例 

 
 
 

具体的内容 
10 過去のレビ

ュー等での審

議経過 

■なし(新
規提案) 

□あり 
□その他 

 

具体的内容 11 副市長レビ

ュー（春）で審

議、確認した

い事項 
(該当項目を□→

■) 

□事業等の 
新規提案 

□既存事業 
の見直し 
■その他 

平成 25年度新規事業につき、進捗状況を報告。 

12 担当ヒアリ

ングでの審議

事項(実施後記

載) 

【協議事項】 
・海外ビジネス展開支援の進捗状況について確認 



具体的内容 

13 副市長レビ

ュー（春）結果 
(実施後記載。該

当項目を□→■) 

■提案どおり進める 
□提案内容を一部見

直して進める 
□サマーレビューで

審議 
□再度、調査研究等

を行い検討 
□その他 

・ジェトロ、商工会議所、金融機関などの産業支援機関

と連携して進める。 

 

14 その他  

 


